
個人情報保護法に基づく公表事項 

個人情報の保護に関する法律に基づき、以下の事項を公表いたします。 

 

１．個人情報の収集  

 当社はお客様により良いサービスをご提供するために、必要な範囲でお客様の個人情報を収集する

ことがあります。収集する場合には、その目的を限定し、収集する個人情報の範囲は、収集の目的

を達成するために必要な限度を超えないものとします。また収集するにあたっては適法かつ公正な

手段により行います。 

 

２．個人情報の管理・保護について 

（1）当社がお客様の個人情報を管理する際は管理責任者を置き、適切な管理を行うとともに外部へ

の流出防止に努めます。また、外部からの不正アクセスまたは紛失、破壊、改ざんなどの危険に対

しては、適切かつ合理的なレベルの安全対策を実施し、お客様の個人情報の保護に努めます。 

（2）当社は、個人情報に係るデータベース等へのアクセスについては、アクセス権を有する者を限

定し、社内においても不正な利用がなされないように厳重に管理します。 

（3）当社はお客様により良いサービスを提供するため、個人情報の取り扱いを外部に委託すること

があります。この場合、グループ会社または個人情報を適正に取り扱っていると認められる委託先

（以下、業務委託先と言います）を選定し、委託契約等において個人情報の管理、秘密保持、再提

供の禁止など、お客様の個人情報の漏洩等なきよう必要な事項を取り決めるとともに、適切な管理

を実施させます。 

 

３．個人情報の利用 

（1）当社が収集した個人情報の利用は収集目的のために必要な範囲に限り、お客様の権利を損なわ

ないように、十分配慮して行います。 

（2）個人情報の利用目的 

個人情報の利用目的につきましては、以下に挙げる目的を遂行するために利用するものとしま

す。 

１ 不動産の売買・賃貸、それらの代理・仲介、管理その他付帯する事業 

２ 駐車場の運営管理、その他付帯する事業 

３ 上記の目的に関して、郵便物・電子メール・電話等による営業活動 

４ 採用応募者への連絡と当社の採用業務管理 

５ 御見積の依頼・ご相談に対する回答及び資料送付 

６ 建設工事の契約・設計・監理・施工・アフターサービスの提供 

７ 採用活動に対する回答及び資料送付 

８ その他建設関連事業を行うことに伴う業務の遂行の為 

９ 従業者の人事労務管理、業務管理、健康管理、セキュリティ管理に利用するため 

 



４．個人情報の第三者提供 

 お客様の個人情報は、法令の規定および裁判所・警察等の公的機関から開示請求が成された場合の

ほか、上記利用目的の達成に必要な範囲で、書面、郵便物、電話、インターネット・電子メール・

情報システム・広告媒体等で第三者に提供されることがあります。 

(1) 個人情報を提供する相手先（例示） 

・当社その他の協力会社に対する業務委託先 

・商品の注文や有料サービスのご利用における代金決済にともなう金融機関等 

・不動産売買・賃貸の仲介にいける契約相手方となる者、その見込者、他の宅地建物取引業者・

インターネ 

ット広告掲載業者、不動産事業者団体、及び指定流通機構（物件登録、成約通知及び同機構の

データを利 

用しての営業、価格査定等の実施） 

・新規物件の販売における事業主・共同代理会社・媒介会社等 

・不動産売買・賃貸の仲介におけるお客さまを紹介した宅地建物取引業者・代理会社・媒介会社

等 

・不動産取引の付帯業務における金融機関、司法書士、土地家屋調査士、不動産管理業者、リフ

ォーム業者、 

引越し業者等 

・月極駐車場の契約相手先となる者、その見込者、他の宅地建物取引業者、駐車場の所有者、管

理会社等 

・浜友グループ 

(2) 提供される個人情報の項目 

個別取引における、お名前、ご住所、電話番号、物件情報、成約情報等、上記の利用目的に必要

な範囲の項目 

 

５．個人情報の開示及び、訂正等 

（1）お客さまからお預かりしている個人情報について、お客さまご本人から開示・訂正・削除のお申

し出があった場合、合理的な範囲で開示・訂正・削除をいたします。ただし、他のお客さまの生命・

身体・財産その他の利益を害するおそれのある場合、または当社の業務遂行に著しく支障をきたす

と判断した場合は、この限りではありません。 また、法令等に定めのある場合は、当該法令に基づ

いて適切な対応をいたします。 

（2）当社はお客様から自らに関する個人情報の訂正、削除のお申し出があったときは、遅滞無くそ

の調査を行います。この場合、訂正、削除の必要とする事由があるときは、遅滞無く訂正、削除を

行ないます。 

 

６．社内体制の整備 

（1）当社はこのプライバシーポリシーに基づき、個人情報の保護に関する社内規定を整備し、当社

の役員・従業員等に対し個人情報の取り扱いについて明確な方針を示し、お客様の個人情報の保護

に努めます。 

（2）当社は個人情報の保護が十分に行われているか社内で監査する体制を整備します。 

 

７．開示、訂正・利用停止等の手続き 

(1) 開示請求 



当社がお預かりしている個人データについて開示請求される場合は、以下の要領にてお願いいたし

ます。 

(2) 請求方法について 

個人情報お預かり時に明示しておりますお問い合わせ窓口にご連絡願います。 

①請求窓口 

電話による場合 03-5809-7258（平日 10～17 時） 

個人情報管理責任者 渡邊 宛 

郵送による請求窓口 

〒131-0045 

東京都墨田区押上 1-12-1 大豊ビル３階 

℡：03-5809-7258  fax：03-5809-7268 

株式会社幸栄土地開発 

②開示請求書 

当社所定の開示請求書を使用願います。 

③ご本人確認書類 

ご本人からの請求の場合は、ご本人であることを確認するため、次の書類を同封願います。 

住民票(本籍及び家族情報を含まないもの)、あるいは外国人登録記載事項証明書 

④代理人確認書類 

代理人からの請求の場合には、ご本人及び代理人確認のため、次の書類を同封願います。 

ご本人および代理人の住民票(本籍及び家族情報を含まないもの) 、あるいは外国人登録記載

事項証明書 

上記書類に加えて、代理権確認のため次のいずれかの書類を同封願います。 

⑤委任による代理人の場合は、代理であることを示す旨の印鑑証明書付の委任状 

⑥法定代理人の場合は、法定代理人であることを証明する戸籍謄本等の書類 

住民票は、現住所が記載されたものを提出願います。 

ご本人・代理人確認のための書類(住民票等)は回答後速やかに適切な方法で廃棄いたします。 

送付していただいた住民票等の書類の返却はできませんので、ご了承ください。 

本籍地が記載されている住民票や戸籍謄本等については、お手数ですが、「本籍地」部分をマジ

ック等で塗りつぶす、あるいは切り取る等により、同部分が分からないようにして送付願いま

す。 

(3) 当社からの通知方法及び手数料について 

住民票等に記載された住所（代理人からの請求の場合は、代理人の住民票等の住所）宛に、配達証

明郵便にて通知いたします。 

一回の請求につき、手数料として 839 円（配達証明郵便代実費相当分）をご負担願います。 

切手 839 円相当を開示請求時に同封ください。 

手数料 839 円の内訳は、郵便代 84 円、書留料 435 円、配達証明料 320 円になります。 

手数料が不足していた場合や同封されていなかった場合は、その旨連絡いたしますが、所定の期間

内にお支払いがない場合は、開示請求がなかったものとして対応いたしますのでご了承願います。 

当社からの通知書類が未達により返送された場合でも、開示請求は完了として対応いたしますので、

ご了承願います。 

(4)開示に応じかねる場合について 

次の場合は開示請求に応じかねますのであらかじめご了承ください。 

その際には、開示請求に応じかねる旨をその理由明示の上、配達証明郵便にて通知いたします。 



その通知には同封いただいた切手を使用いたしますので、あらかじめご了承願います。 

①ご本人確認や代理人確認ができない場合 (例、現住所が住民票の住所と相違する場合) 

②ご本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

③当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

④他の法令に違反することとなる場合 

⑤保有個人データに該当しない個人情報である場合(法律上、開示対象にならない個人情報) 

⑥データベースのように容易に検索することができる状態になっていない個人情報 

⑦すでに個人情報を廃棄・消去済みの場合 

⑧開示請求書の記入内容に不備がある場合 

⑨開示請求対象の個人情報が特定できない場合 

 

(5) 訂正・利用停止請求 

当社がお預かりしている個人データの内容について、訂正・利用停止等を請求される場合は以下の

要領にてお願いいたします。 

（6） 請求方法について 

個人情報お預かり時に明示しておりますお問い合わせ窓口にご連絡願います。 

① ご本人からの請求 

ご本人からの請求の場合は、電話、郵便等にてご連絡願います。またご本人であることを確認する

ため、個人情報をお預かりしたときの住所、氏名、電話番号をお知らせください。 

② 代理人からの請求 

代理人からの請求の場合には、郵便でのみ受付いたします。郵便には次の書類を同封願います。 

ご本人の住所、氏名、電話番号と訂正・利用停止等の内容を記述した書類 

(様式は自由) 

ご本人および代理人の住民票(本籍及び家族情報を含まないもの)、あるいは外国人登録記載事項証

明書 

上記書類に加えて、代理権確認のため次のいずれかの書類を同封願います。 

委任による代理人の場合は、代理であることを示す旨の印鑑証明書付の委任状 

法定代理人の場合は、法定代理人であることを証明する戸籍謄本等の書類 

代理人確認のための書類(住民票等)は回答後速やかに適切な方法で廃棄いたします。 

送付していただいた住民票等の書類の返却はできませんので、ご了承ください。 

本籍地が記載されている住民票や戸籍謄本等については、お手数ですが、「本籍地」部分をマジック

等で塗りつぶす、あるいは切り取る等により、同部分が分からないようにして送付願います。 

（７）当社からの通知方法及び手数料について 

ご本人または代理人宛に、電話、郵便等の方法にて通知いたします。 

手数料は無償にて対応いたします。 

（８）訂正・利用停止等に応じかねる場合について 

次の場合は訂正・利用停止等の請求に応じかねる場合がありますのであらかじめご了承ください。 

その場合は、その旨通知いたします。 

①ご本人確認や代理人確認ができない場合 

②利用目的から考えて訂正等が必要でない場合 

(例、キャンペーン当選者情報は賞品の配送が利用目的ですので、加齢による年齢の訂正には応

じかねます。) 

③誤りである旨のご指摘が正しくない場合 



④訂正等の対象が事実ではなく評価に関する情報である場合 

⑤利用目的による制限、適正な取得、第三者提供の制限に違反しているという理由以外で利用停止

等を請求さ 

 れた場合 

⑥利用目的による制限、適正な取得、第三者提供の制限に違反している旨のご指摘が正しくない場

合 

⑦利用停止等を行うことが困難な場合に、ご本人の権利利益保護に必要な代替措置をとる場合 

⑧保有個人データに該当しない個人情報である場合(法律上、訂正・利用停止等の対象にならない

個人情報) 

⑨データベースのように容易に検索することができる状態になっていない個人情報である場合 

⑩すでに個人情報を廃棄・消去済みの場合 

⑪訂正・利用停止等の請求内容に不備がある場合 

⑫訂正・利用停止等の請求対象の個人情報が特定できない場合 

 

８．改訂 

当社は本ポリシーの内容を適宜見直し、その改善に努めます。本ポリシーの内容は、法令その他本

ポリシーに別段の定めのある事項を除いて、変更することができるものとします。変更後のプライ

バシーポリシーは、当社所定の方法により、利用者に通知し、又は当社ウェブサイトに掲載したと

きから効力を生じるものとします。 

 

 

 

2021 年 11 月１日 制定・施行 

2022 年 4 月 1 日 改訂 


